
 
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 

 熊本県立牛深高等学校 令和５年度（２０２３年度）学校評価表 
 

１ 学校教育目標 
自他の命やふれ合いを大切にし、日々成長する生徒の育成 
 ～地元を愛し、地元を理解し、地元を支える人材の育成～ 
○学力  ：「学び直しから大学入試まで」に対応 
○学校生活：「安心・安全な学校生活」の実現 
○指導  ：普通総合学科の特色を活かした丁寧な指導 

※ 指導指針：「牛高esse」をベースとした指導計画と実践・評価 

 

２ 本年度の重点目標 
（１） 人権尊重の精神を涵養する教育活動の推進 
（２） 確かな学力の育成と個に応じた指導の充実 
（３） 地元の期待に応える教育活動の展開 

 

３ 自己評価総括表 
 評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 
評 
価 

成果と課題 
大
項
目 

小 項 
目 

 
学
校
経
営 

スクール
ミッショ
ンに基づ
く学校作
り 
 
 
 
 
 
 
 

・スクールミ
ッションの理
解と実践 
 
 
 
 
 
 
 
 

・学校評価アン
ケート結果が前
年度を上回る。
また、第２回の
結果が第１回を
上回る 
・学校運営協議
会委員の年間総
括から、今年度
の取組の成果に
ついて意見を多
数得る 
・地域社会との
関係を深める
活動の実施 

・学校評価アンケ
ートを年２回実施
する 
 
・学校運営協議会
を年３回実施する 
 
・中高連携の強化 
 
・地域連携の強化 

Ａ 

・学校評価アンケートを
７月と１２月の２回実
施した。集計結果を全職
員で共有し、共通理解の
もと見直しを進めた。 
・学校運営協議会にて、
地域連携や中高連携に
ついて協議し、地域に根
ざした学校の位置付け
を定着させた。 
・天草市役所牛深支所、
牛深まちづくり協議会
等と連携を深め、本校探
究活動の深化につなげ
ることができた。 

牛 高
esse を
ベースと
した生徒
育成 

・育てたい生
徒像を確立し
ていくための
授業・行事の
ＰＤＣＡサイ
クルの確立 

・牛高esseの項
目と授業や行事
内容一致の徹底 
・職員全員が授
業や行事を振
り返り、牛高
esse に基づい
ているか見直
しを行いなが
らブラッシュ
アップしてい
く 

・授業・行事毎のＰ
ＤＣＡの検証 

Ａ 

・各種行事等に牛高esse
の目標を明記し活動を行
うことができた。 
・学校評価アンケート結
果で、生徒の牛高esseに
ついての認知・理解度が
上昇した。 
・スクールミッションと
牛高esseを連動させ、本
校の進むべき方向性をよ
り明確化した。 

業務改善
・働き方
改革の推
進 

・職員のセル
フマネジメン
ト力の構築 
 
・業務の精選 
 
・ワークシェ
アによる負担
の軽減 

・時間外勤務の
縮減 
・年休取得回数
一人１５日以上 
・業務の見直し
や会議の進め方
の効率化 
・校務のICT化 
・部活動指導の
ローテーション
化の推進 

・月２回のカエル
デーの設定と遵守 
・個人打刻データ
の月別推移の配付
と意識付け 
・ゆうネットやク
ラウド活用による
、会議回数の縮減 
・クラウド活用に
よる資料共有やペ
ーパーレス化 
・衛生推進委員会
を毎月実施し、職
員へ報告する 

Ｂ 

・月に２回カエルデーを
設定したが、職員数減少
や未配置もあり、時間外
勤務の縮減には至らな
かった。 
・個人の時間外勤務状況
の推移をグラフにまと
め配付し、振り返りを行
った。 
・月に一度、衛生推進委
員会を開催し、打刻デー
タ、年休取得状況、健康
状況について議論し、職
員へ報告した。 



スクール
コンプラ
イアンス
の徹底と
危機管理
能力の育
成 

・問題を発生
させない職場
環境作り 
・問題発生時
の素早い対応
の実践 
・職員間のコ
ミュニケーシ
ョン機会の 
増加 

・教職員の不祥
事ゼロ 
・職員間や管理
職と職員間の報
告、連絡相談の
徹底とこまめな
対応の実践 
・学校評価アン
ケートの関連
事項の評価が
昨年度を上回
る 

・管理職との面談
回数増加による職
員とのコミュニケ
ーション量の増加 
・朝会時の不祥事
防止等の呼びかけ 
・不祥事防止関係
の職員研修の実施 

Ａ 

・風通しよく相談しやす
い環境づくりの実現を
心がけた。その結果、本
校職員不祥事ゼロを実
現した。 
・学期に一度の不祥事防
止研修や朝会時の呼び
かけにより不祥事を起
こさない職場づくりを
心掛けた。 
・学校評価アンケートに
おいて不祥事防止関連
項目は昨年度より上昇
した。 

 
学
力
向
上 

宅習習慣
の確立 

宅習習慣の
確立に向け
た取組によ
る生徒の変
容 

・宅習時間調査
データの蓄積と
活用 
・学校評価アン
ケート（生徒）
の関連項目の
向上 

・生徒、年次、教
科担当に調査デー
タの提供を行う 
・生徒の学習意識
を高めるため、分
析を通した啓発を
行う 
・結果と分析内容
を保護者に周知す
る 

Ｂ 

・宅習時間調査におい
て、１回目より２回目の
結果の方が良好であっ
た。 
・学校評価アンケートの
関連項目で、１回目より
8.1％向上した。                                                    
・各教科においてスタデ
ィサプリでの課題配信
を行った。 
・保護者への周知が不十
分であった。 

教科指導
力の向上 
 
 
 
 
 
 
 

分かる授業
の実践 
 
 
 
 
 
 
 

・学校評価アン
ケートと授業評
価アンケートの
結果で、前年度
を上回る 
 
 
 
 

・公開授業週間の
設定及び授業参観
の推進 
・年２回の授業評
価アンケートによ
る授業改善 
・他教科と連携し
た教科横断的な授
業実践 
・ＩＣＴを活用し
た授業実践 

Ｂ 

・公開授業週間を 10 月
に設定したが、授業参観
の推進が不十分であっ
た。 
・授業評価アンケートに
おいて１回目より２回
目の結果の方が良好で
あった。 
・学校評価アンケートの
関蓮項目において、前年
度より 1.0％向上してい
る。 
・大型提示装置やタブレ
ットを活用した授業が
実践された。 

新学習指
導要領に
対応する
評価方法
の確立 

３観点評価
による評価
の実践 
 

・３観点の評価
基準を作成し、
それによる評価
を実施している 
・評価基準の見
直しを行ってい
る 
 

・教育課程委員会
を中心とする授業
改善の取組の実践 
・指導と評価の計
画の作成と見直し 
・新学習指導要領
に沿った成績処理
の確立 

Ａ 

・教育課程検討委員会を
中心に協議を重ね、多様
な進路に対応した教育
課程を組む事ができた。 
・年度初めに指導と評価
の計画を各教科で作成
した。 



キ
ャ
リ
ア
教
育
（
進
路
指
導
） 

 進路指導
の体制の
整備 

生徒の目標
を叶えるサ
ポート体制
の構築 
 

・進路希望の100
％達成 
・進路指導活動
の計画的実施と
充実化 
(目標値:学校評
価アンケート関
連項目が前年度
を上回る) 
・進路情報の適
切な提供 
(目標値: 学校評
価アンケート関
連項目が前年度
を上回る) 

・進路ガイダンス
等の計画的かつ組
織的な実施 
・模擬試験結果デ
ータの分析 
・求人票一覧表の
組織的な作成 
・進路だよりの適
時発行 
・小論文や面接指
導、個別添削など
、全職員による指
導 
・夏期課外・学習会
・スタサプ活用の
充実 

Ｂ 

・模擬試験、公務員模試
等を計画的に実施し、そ
の結果を職員で共有す
ることができた 
・生徒が活用しやすい求
人票一覧の作成と整理
を行うことができた 
・保護者への進路情報提

供に課題があった。 
・第２回学校評価アンケ
ート「進路指導活動の計
画的実施と充実化」の項
目では、肯定的な回答が
前年度から(保護者)－
1.2％、(生徒)＋5.8％で
あった。「進路情報の提
供」の項目では、肯定的
な回答が前年度から(保
護者)-4.5％・(生徒)＋
3.0％であった。 

将来設計
能力の育
成 

自己理解の
深化及び適
切な勤労観
・職業観の
育成 

・働くことの意
義についての理
解 
(目標値：学校評
価アンケート関
連項目が前年度
を上回る) 
・表現する、伝
える力の育成 
(目標値：学校
評価アンケー
ト関連項目が
前年度を上回
る) 

・ＬＨＲや産業社
会と人間、総合的
な探究の時間にお
ける進路について
の活動の充実化（
適職検査・進路講
演会・インターン
シップ・年次別進
路講演会・小論文
模試の実施） 
・個人面談および
三者面談の実施 
・ポートフォリオ、
キャリアパスポー
トの活用 

Ｂ 

・1 年次４月に適職検査
を実施。自身の適性や将
来について考えられる
よう進路 LHR を年次単位
で企画・実施。 
・インターンシップ(１
年次)の実施と、くまも
とお仕事探検フェア(２
年次)へ参加した。 
・第２回学校評価アンケ
ート「卒業後の将来」の
項目では、肯定的な回答
は前年度比較(保護者)
＋1.3％、(生徒)＋5.2％
であった。 
・「産業社会と人間・総合
的な探究の時間」の項目
では、肯定的回答が前年
度比(保護者)－3.1％・
(生徒)＋ 2.6％であっ
た。 

環境教育
の推進 

リデュース
（減量）と
リサイクル
（ 再 生 使
用）の徹底 

紙の完全リサ
イクルとビン・
カン・ペットボ
トルの校内で
の廃棄ゼロ 

環境教育推進委員
会、生徒会生活委
員会を中心とした
ＰＤＣＡサイクル
の実施 

Ｂ 

・生活委員会を中心に、
環境に関する掲示物の
作成や全校朝礼での周
知、分別の徹底を行っ
た。 

 
生
徒
指
導 

牛深高校
生として
の自覚と
誇りを持
って行動
できる生
徒の育成 

・基本的生
活習慣の実
践 
・互いの成
長を期する
姿勢 
・地域との
交流 

・各種ルールや
マナーの理解と
実践 
・学校行事の充
実 
・地域、保護者
との連携 

・全職員による各
種指導（登校・施
錠・整容等） 
・集団行動を伴う
各種集会等の活用 
・年次･ＨＲ掲示
板の活用 
・校内外活動にお
ける地域との連携 
 

Ｂ 

・整容検査等における基
準の統一を図った。 
・生徒会を中心として各
種行事を生徒中心に運
営した。 

交通安全
・防犯意
識の定着 

・正しい交
通ルールや
マナーの理
解と実践 
・施錠の有
無（私物の
管理） 

・交通事故未然
防止 
・交通違反０ 
・二輪車施錠率
の向上 
・個人ロッカー
使用状況の改善 

・定期点検 
・巡回指導 
・啓発・広報活動
(掲示板の活用等) 
・交通ＬＨＲ 
・交通安全教室へ
の参加 
 

Ａ 

・外部の講師による交通
安全教室を行った。 
・自転車のヘルメット着
用努力義務化されたこ
とを考慮し、校則を一部
改訂した。 



情報安全
・情報モ
ラル教育
の推進 

情報安全・
情報モラル
教育に関す
る指導の工
夫 

・携帯端末機器
等の使用法や危
険性の理解 
・フィルタリン
グ率の改善 
・個人情報保護
意識の定着(書
き込みによる
人権侵害やＳ
ＮＳトラブル
件数減） 

・情報モラル教育
に関する講演会を
実施(年１回) 
・情報モラルに関
するリーフレット
の配付 
・全校集会等を活
用したＳＮＳに関
する注意喚起 

Ｂ 

・警察に依頼をし、情報
モラル講演会を実施し
た。 
・情報モラル教育に関し
ては全校集会の場など
を通じて注意喚起を行
った。 

健康相談
・教育相
談 

生徒支援体
制の確立と
強化 

・ＳＣ、ＳＳＷ
等外部専門家と
の連携及び活用
の充実 
・学校評価アン
ケート関連項
目９０％以上 

・職員向けにＳＣ
、ＳＳＷの職務内
容について周知 
・ＳＣ来校日を保
健室前掲示板や保
健便りで周知 
・ＳＳＷとの連絡
体制を強化 
・ストレス軽減プ
ログラムでのＳＣ
活用 

Ａ 

・年度初めの職員会議で
ＳＣとＳＳＷの職務内
容についてプリントに
て説明、周知を図った。 
・ＳＣ来校日を保健室前
や行事予定表にて周知
した。活用した生徒は、
継続利用が多かった。 
・ＳＳＷに３件のケース
に関わってもらい、生徒
の学校生活の安定、医療
機関との連携、療育手帳
の取得につながった。 
・ストレス軽減プログラ
ムの実施にあたり、ＳＣ
から助言を頂いた。 
・第２回学校評価アンケ
ートで、悩みや困りごと
への対応の項目での肯
定的な回答は、生徒、保
護者ともに９０％を上
回る結果であった。 

 
人
権
教
育
の
推
進 
 

人権を守
ろうとす
る意識・
意欲・態
度の育成 

人権ＬＨＲ
の充実 

・人権教育推進
委員会で人権Ｌ
ＨＲの内容を検
討、精選して授
業を行う 
・外部講師を招
いて全校生徒へ
の講演会を実施 

・本校の現状に即
した人権ＬＨＲの
内容の精選 
・外部講師を招い
た講演会の実施 
・新たな人権問題
に関するリーフレ
ット等の配付 

B 

・各学期に行う人権 LHR
の内容を年次会で事前
に検討し、昨年度の実施
例等も参考にしながら、
クラスや年次の現状に
合う形で実施した。 
・外部講師の招聘に関し
ては、性教育講演会と合
同実施とし、デート DV に
ついての講演を行った。 

自他の“
いのち”
を大切に
する心の
育成 

いじめのな
い学校づく
り 

・学校評価アン
ケート関連項
目が前年度を
上回る 

・年次会を中心と
する各種委員会と
連携し、生徒の小
さな変化を見逃さ
ないための情報共
有の実施 
・日頃からの生徒
への声かけや、小
さな変化を見過ご
さない観察と情報
共有、報告・連絡
・相談の徹底 

B 

・年次会を中心に気にな
る生徒等の情報を共有
し複数職員で対応した。 
・生徒理解研修も活用
し、年次職員だけでな
く、学校全体での共有も
図った。 
・アンケートの関連項目
については、微増または
微減の傾向があり、次年
度に向けて数値の安定
化が課題である。 

 
い
じ
め
の
防
止
等 
 
 

いじめの
未然防止 

自他の存在
を等しく認
め、互いの
人格を尊重
する態度を
育成するな
どいじめに
向かわない
態度・能力
を育む 

・共感的理解を
可能にする情操
とコミュニケー
ション能力を育
てる 
・自己有用感や
充実感を得る 

・生徒に関する情
報の収集及び共有 
・日頃の見守り活
動 
・生徒中心の実践
活動 
・保護者との連携 

Ｂ 

・２学期に実施した心の
アンケートで「各クラス
内にいじめを許さない
という雰囲気があるか」
という問いに対し、「わ
からない」との回答が多
かったため、３学期にい
じめについてクラスで
考える時間を設定した。 



いじめの
早期発見 
 
 

生徒達と的
確 に 関 わ
り、いじめ
を隠したり
軽視したり
することの
ない、積極
的ないじめ
の認知 

・教職員の｢気
づき｣力の向上 
・情報集約担当
者の周知 

・アンケートの実
施（年３回） 
・相談窓口の周知
と相談しやすい環
境づくり 
・定期的な個別面
談や教育相談会議
の実施と職員間で
の情報共有及び連
携 

Ａ 

・アンケートを隔月１回
行い、早期発見に努め
た。 
・いじめ防止検討委員会
などを通じていじめに
つながる恐れのある事
案などについて情報共
有を徹底した。 

いじめへ
の対処 
 
 

いじめ把握
後の適切な
対処 

・教職員の対処
スキルの向上 

・職員研修（教育
相談、いじめ対処
）の実施 
・いじめ防止基本
方針及び重大事態
への対応マニュア
ルの周知 
・組織的な対処(い
じめ防止対策委員
会) 

Ａ 

・年度初めの職員会議で
いじめが疑われる事案
に対する対応マニュア
ルの説明を行った。 
・いじめ事案について各
教員の個人的な対応と
ならないように、いじめ
防止対策委員会にて対
応を協議の上、組織的に
対処した。 

地
域
連
携
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
な
ど
） 

学校安全
の取組の
推進 
 

危機管理能
力の育成 

・避難訓練､救急
救命法研修の計
画的実施 
・危機管理マニ
ュアル、総合防
災マップ等の
周知徹底及び
防災意識の向
上 

・リーフレットの
配付 
・教科との連携 
・職員研修の実施 
・防災教育の実施 
・マイタイムライ
ンの作成 

Ｂ 

・年度初めの職員会議で
危機管理マニュアルの
周知を図った。 
・消防署と連携し、年度
中に２回（火災、地震・
津波）の避難訓練を実施
した。 
・マイタイムライン作成
リーフレットを配付し
防災意識の向上を図っ
た。 

ボランテ
ィア活動
の推進 

地域貢献度
と地域理解 
 

・学校評価アン
ケートの関連項
目が８割以上 
・主体的参加者
の増加 

・情報の収集 
・周知活動の強化 
・市役所や社会福
祉協議会などさま
ざまな機関との連
携 

Ａ 

・天草市役所牛深支所産
振興課等をはじめ多く
の外部機関と連携しボ
ランティア活動を行う
ことができた。 

中学校と
の関係作
りの強化 

中学生の牛
深高校への
関心の高さ 

・中学生への学
校通信の定期的
配付 
・中学生向けの
アンケート実施
による牛深高校
の魅力創造 
 

・地元中学校への
広報活 

動の実施 
・中学生向けのア

ンケート実施 
Ｂ 

・近隣３中学校の全校生
徒を対象とし、本校学校
新聞である「牛高 Style」
を 2 ヵ月に一度配付し
た。 
・７月に体験入学、１０
月には秋のオープンス
クールを開催し、近隣中
学校の２、３年生を本校
に招き、学校説明や体験
授業を行った。 

情
報
セ
ン
タ
｜
機
能
の
充
実 

図書館教
育 

・朝読書の
定着 

・読書の習慣化
を助成し、貸出
冊数生徒 1人あ
たり８冊を目
指す 

・図書館内外の掲
示や広報により、
図書館の情報を発
信する 
・朝読書の巡回 

Ｂ 

貸出冊数は一人平均 10
冊を超えた。朝読書だけ
では読書の習慣化には
繋がらなかった。 

ＩＣＴ活
用の推進 
（情報セ
ンターと
しての役
割） 

・情報活用
能力の育成 
・教科指導
におけるＩ
ＣＴ活用の
推進 
・校務の情
報化の推進 
 
 
 

・１人１台端末
活用促進 
・校内のＩＣＴ
環境整備 
・教職員の活用
頻度、スキルの
向上 
・情報化認定
「優良校」の取
得 
・グループウｴ

・学習者用端末の
適正な管理・利用
のためのルール作
成、紛失や故障時
の対応の周知徹底 
・家庭への周知及
び共通理解 
・ＩＣＴ支援員と
の連携 
・情報機器等の活
用法の情報提供、

Ａ 

・端末の貸出簿の書式を
変更することで、生徒個
人の利用状況を把握し
やすくした。 
・ＩＣＴ支援員との連携
を密にすることで、授業
での直接的な支援をは
じめ、新規アプリケーシ
ョンの情報共有ができ、
職員の業務効率化につ
ながった。 



 ア、校内サーバ、
文書セキュア等
の効率的活用 
 
 
 

発信 
・校内研修の実施 
・学校ホームペー
ジの積極的更新 
・ネットワーク委
員 会 を 活 性 化 さ
せ、校内の環境整
備を促進する 
 

・学校ホームページは迅
速な更新に加え、行事ご
との動画を作成し、公開
することができた。 
・新規校務ＰＣ導入やサ
ーバの更新などについ
て、計画的に環境整備を
行うことができた。 

 

４ 学校関係者評価 
いずれの項目も概ね高評価であり、今年度の取組が充実したものであったことが窺える。 
牛深高校の魅力が、中学生やその保護者にどうやったら伝わるのか。各種発表会のみなら

ず、地域のイベント等で学校をPRしたり、中学生とのふれあいの機会を増やすことも一つの
手段である。 

学校評価アンケートの内容や結果から、牛深高校生や地元中学生が何を求めているのか読
み取りづらい。あくまでも生徒自己評価であるため、自己満足で留まらないでほしい。本人
達が何を求めているかを吸い上げることができれば、生徒の夢の実現に繋がる。職員の皆さ
んは大変な思いをしていると思うが、地元の協力・支援を借りてほしい。 

牛深イルミネーションイベントにおいて作成・配置されたランタンについて、誰の作品が
飾ってあるのか伝わりづらかった。牛深高校作だと分かりやすくした方がPRにつながる。 

遠隔授業について、職員が少なくなる中で重要なものであると思うため、指定終了後も成
果を元に続けていってほしい。 

 

５ 総合評価 
年に２回実施した学校評価アンケートでは、生徒、保護者共に比較的高い評価をいただい

ている。「牛高esse」を柱とした教育活動を全職員の共通理解のもと進めてきた結果が表れ
ている。 

本年度の重点目標については、自己評価総括表を踏まえ、以下のとおりの評価とした。 
（１）人権尊重の精神を涵養する教育活動の推進 

大項目「生徒指導」「人権教育の推進」「いじめ防止等」の評価を総合的に見ると、すべ
ての教育活動を通して、日頃から生徒との正しい関わり方が実践されており、生徒の人権尊
重の精神の涵養につながったと言える。学校評価アンケートにおいて「私は、人権の大切さ
を学び、日常生活に活かしている。」の項目における生徒の肯定的な評価は、９７.３％であ
り、学期毎に人権教育ＬＨＲや人権教育講演会等を計画的に実施したことで人権感覚の涵養
を図ることができた。 
（２） 確かな学力の育成と個に応じた指導の充実 
 大項目「学力向上」「キャリア教育（進路指導）」の評価を総合的に見ると、教務部、進
路指導部を中心とした様々な取組が成果をあげている。しかし、学校評価アンケートの「私
は家庭学習に意欲的に取り組み習慣化している。」という項目においては４割の生徒が低い
数値であった。また、保護者、職員も低い数値となっている。今後は、スタディーサプリの
有効活用等で改善を図っていきたい。 
（３） 地元の期待に応える教育活動の展開 

大項目「地域連携」「情報センター機能の充実」の小項目「ボランティア活動」の評価か
ら見ると、地域と連携した各種取組を実施することにより、地域理解や地域貢献を進めるこ
とができた。総合的な探究の時間を軸とした学力向上研究指定校事業の取組の中で、今後は
更に地域と連携した活動を推進し、地元を愛し、地元を理解し、地元を支える人材の育成を
目指していきたい。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
本年度は、地域・生徒・保護者から比較的高い評価を得ることができたが、課題は多く残

っている。次年度は、以下の点を課題として注力していきたい。 
①生徒募集 
 本校の魅力である「幅広い進路選択ができる普通総合学科」「地域と共にある学校」「探
究的な学びの充実」を、地域や近隣小中学校に継続的に伝えていくことが必要である。しか
し、入学者数減少に伴う職員数減により、多様な教科を開設することが厳しい状況となって
きている。教育課程の見直しについて検討を進めていく必要がある。 

昨年度に引き続き牛深中学校と牛深東中学校の２年生を対象に「秋のオープンスクール」
を実施した。次年度は、河浦中学校向けの出前授業などを企画し、更に取組を拡大させなが
ら本校をＰＲしていきたい。 
②学力向上 
 学校評価アンケートから、家庭学習の未定着や学校からの便り等が保護者へ渡らないとい
ったことが課題として浮き彫りになった。一人一台端末やスタディーサプリが導入されてい
るため、ＩＣＴ機器やアプリケーションを有効に活用しながら家庭学習の定着を図りたい。



また、保護者への情報提供は、学校・保護者間連携アプリ「すぐーる」を活用し、保護者へ
直接提供されるように改善していきたい。 
③働き方改革 

職員の長時間勤務の解消を来年度も進めていく。本年度は、昨年と比べ全体平均から見る
と時間外業務従事時間は増加している。職員数減により、一人ひとりの業務負担の増加が原
因と考えられる。特定の先生方や時期によっては、８０時間から１００時間以上の先生方も
数名見られた。引き続き定時退勤日の設定や業務分担の改善、研修等による意識変容を図っ
ていきたい。また、ICTを活用した業務時間削減についても取り組んでいく。 

 


